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１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 1,481,197 3.9 △34,270 － 11,427 △88.7 △9,793 －
2026年３月期第１四半期 1,425,123 △4.5 64,699 2.9 101,275 △0.9 △857,690 －

(注)包括利益2027年３月期第１四半期 6,128百万円( －％) 2026年３月期第１四半期△925,787百万円( －％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 △6.11 －
2026年３月期第１四半期 △535.36 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 15,370,282 3,424,452 22.1
2026年３月期 15,575,602 3,418,351 21.8

(参考) 自己資本 2027年３月期第１四半期 3,395,756百万円 2026年３月期 3,389,645百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00
2027年３月期 －
2027年３月期(予想) 0.00 － 0.00 0.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

2027年３月期の連結業績予想については、現時点においては中東情勢等の影響を受け、燃料価格等の見通しが不透明で

あり、具体的な業績予想をお示しできる状況になく、売上高・営業損益・経常損益・親会社株主に帰属する当期純損益

ともに未定としております。今後、業績見通しがお示しできる状況となった段階で、速やかにお知らせいたします。



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 － 社（社名） 、除外 － 社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2027年３月期１Ｑ 1,607,017,531株 2026年３月期 1,607,017,531株

② 期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 4,322,211株 2026年３月期 4,315,484株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 1,602,697,147株 2026年３月期１Ｑ 1,602,071,918株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビューについて）

当社は、レビュー完了後にレビュー報告書を添付した四半期決算短信を開示することを予定しております。

開示予定日 2026年８月13日

・四半期決算補足説明資料については、2026年７月29日に当社ホームページに掲載しております。

（https://www.tepco.co.jp/about/ir/library/presentation/index-j.html）



（参考）種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

Ａ種優先株式

2026年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

2027年３月期 ―

2027年３月期(予想) 0.00 ― 0.00 0.00

Ｂ種優先株式

2026年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

2027年３月期 ―

2027年３月期(予想) 0.00 ― 0.00 0.00

（注）上記のＡ種優先株式及びＢ種優先株式は、2012年７月に発行しております。
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１．経営成績等の概況

当四半期連結累計期間の経営成績等の概況

当該内容は、2026年７月29日に当社ホームページに掲載の「決算概要」において記載しております。

（ＵＲＬ https://www.tepco.co.jp/about/ir/library/results/pdf/2703q1gaiyou-j.pdf）
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

固定資産 13,225,805 13,342,708

電気事業固定資産 5,888,849 6,229,718

水力発電設備 413,513 416,595

原子力発電設備 896,664 1,190,813

送電設備 1,476,438 1,465,682

変電設備 676,680 691,240

配電設備 2,245,836 2,250,874

その他の電気事業固定資産 179,717 214,512

その他の固定資産 405,792 415,348

固定資産仮勘定 2,295,095 1,996,875

建設仮勘定及び除却仮勘定 1,788,867 1,495,305

原子力廃止関連仮勘定 86,994 82,132

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 419,233 419,437

核燃料 525,412 529,075

装荷核燃料 82,039 80,548

加工中等核燃料 443,372 448,526

投資その他の資産 4,110,656 4,171,691

長期投資 165,931 165,198

関係会社長期投資 2,000,875 2,066,800

未収原賠・廃炉等支援機構資金交付金 513,265 487,062

廃炉等積立金 748,465 743,404

退職給付に係る資産 282,484 283,740

その他 401,406 427,215

貸倒引当金（貸方） △1,774 △1,730

流動資産 2,349,796 2,027,573

現金及び預金 937,227 600,957

受取手形、売掛金及び契約資産 591,944 608,033

棚卸資産 160,464 154,635

その他 671,874 675,571

貸倒引当金（貸方） △11,713 △11,624

合計 15,575,602 15,370,282
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

負債及び純資産の部

固定負債 7,473,085 7,560,252

社債 3,321,000 3,401,000

長期借入金 99,928 99,894

未払廃炉拠出金 621,662 621,662

特定原子力施設炉心等除去準備引当金 250,034 －

特定原子力施設炉心等除去引当金 180,976 430,073

災害損失引当金 1,249,823 1,253,704

原子力損害賠償引当金 520,447 517,285

退職給付に係る負債 251,642 241,673

資産除去債務 390,349 390,511

その他 587,220 604,445

流動負債 4,684,165 4,385,517

１年以内に期限到来の固定負債 264,793 237,740

短期借入金 2,926,354 2,975,318

支払手形及び買掛金 409,986 373,130

未払税金 99,611 25,236

その他 983,418 774,091

特別法上の引当金 － 59

渇水準備引当金 － 59

負債合計 12,157,251 11,945,829

株主資本 2,965,273 2,955,476

資本金 1,400,975 1,400,975

資本剰余金 756,566 756,566

利益剰余金 815,922 806,129

自己株式 △8,190 △8,194

その他の包括利益累計額 424,371 440,279

その他有価証券評価差額金 22,236 19,139

繰延ヘッジ損益 52,917 52,043

土地再評価差額金 △2,305 △2,305

為替換算調整勘定 299,694 327,003

退職給付に係る調整累計額 51,828 44,397

非支配株主持分 28,706 28,696

純資産合計 3,418,351 3,424,452

合計 15,575,602 15,370,282
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(2025年４月１日から
2025年６月30日まで)

当第１四半期連結累計期間
(2026年４月１日から
2026年６月30日まで)

営業収益 1,425,123 1,481,197

電気事業営業収益 1,295,923 1,342,990

その他事業営業収益 129,199 138,207

営業費用 1,360,423 1,515,467

電気事業営業費用 1,240,289 1,384,183

その他事業営業費用 120,134 131,284

営業利益又は営業損失（△） 64,699 △34,270

営業外収益 61,951 89,717

受取配当金 495 421

受取利息 1,099 1,806

持分法による投資利益 57,493 77,789

その他 2,862 9,700

営業外費用 25,376 44,019

支払利息 22,384 29,037

その他 2,991 14,981

四半期経常収益合計 1,487,075 1,570,915

四半期経常費用合計 1,385,799 1,559,487

経常利益 101,275 11,427

渇水準備金引当又は取崩し 449 59

渇水準備金引当 449 59

特別損失 954,977 15,696

災害特別損失 903,046 －

原子力損害賠償費 51,931 15,696

税金等調整前四半期純損失（△） △854,151 △4,327

法人税、住民税及び事業税 2,733 1,630

法人税等調整額 986 3,821

法人税等合計 3,720 5,451

四半期純損失（△） △857,871 △9,779

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△180 13

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △857,690 △9,793
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(2025年４月１日から
2025年６月30日まで)

当第１四半期連結累計期間
(2026年４月１日から
2026年６月30日まで)

四半期純損失（△） △857,871 △9,779

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,953 △1,168

繰延ヘッジ損益 △1,121 △2,457

為替換算調整勘定 △2,955 127

退職給付に係る調整額 △12,801 △7,352

持分法適用会社に対する持分相当額 △53,990 26,759

その他の包括利益合計 △67,915 15,908

四半期包括利益 △925,787 6,128

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △925,607 6,114

非支配株主に係る四半期包括利益 △180 14
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

１．福島第一原子力発電所の事故の収束及び廃止措置等に向けた費用又は損失の見積り

(1) 災害損失引当金

東北地方太平洋沖地震により被災した資産の復旧等に要する費用又は損失に備えるため、当第１四半期連結会計

期間末における見積額を計上しています。

災害損失引当金に含まれる主な費用又は損失の計上方法等については以下のとおりです。

① 福島第一原子力発電所の事故の収束及び廃止措置等に向けた費用又は損失

政府の原子力災害対策本部が設置する政府・東京電力中長期対策会議により「東京電力（株）福島第一原子

力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」（2011年12月21日）が策定され（2019年12月27日最終改

訂）、当社はこの主要な目標工程等を達成するための具体的な計画として「廃炉中長期実行プラン2026」

（2026年３月26日改訂）を策定しています。

これらに係る費用又は損失のうち、通常の見積りが可能なものについては、具体的な目標期間と個々の対策

内容に基づく見積額を計上しています。ただし、原賠機構法第55条の９第２項の承認の申請をした廃炉等積立

金の取戻しに関する計画における炉心等除去に要する費用は、ここには含んでいません。

通常の見積りが困難であるものは、海外原子力発電所事故における実績額に基づく概算額を計上していま

す。

なお、福島第一原子力発電所の廃炉は過去に実例のない取組みであり、原子炉内の燃料デブリ取り出しに関

する具体的な作業内容等の決定は、原子炉内の状況を確認するとともに必要となる研究開発等を踏まえての判

断となります。したがって、廃炉中長期実行プランに係る費用及び海外原子力発電所事故における実績額に基

づき計上している金額については、今後変動する可能性があるものの、当第１四半期連結会計期間末の合理的

な見積りが可能な範囲における概算額を計上しています。

② 福島第一原子力発電所１～４号機の廃止に関する費用又は損失のうち加工中等核燃料の処理費用

今後の使用が見込めない加工中等核燃料に係る処理費用について、具体的な作業等が計画されているものに

ついては、契約等に基づく見積額を計上しています。一方、具体的な作業等を検討中であるものについては、

将来の処理に要すると見込まれる費用の現価相当額（割引率4.0％）を計上しています。

なお、装荷核燃料に係る処理費用は固定負債のその他に含めて表示しています。

(2) 特定原子力施設炉心等除去引当金

東北地方太平洋沖地震により被災した資産の復旧等に要する費用又は損失に備えるため、原賠機構法第55条の９

第２項の承認の申請をした廃炉等積立金の取戻しに関する計画に定める金額のうち炉心等除去に要する費用を計上

しています。

(3) 廃炉等積立金

原賠機構法第55条の３第１項の規定に基づき、原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下、「機構」という。）よ

り通知を受け、積立てを行った金額を廃炉等積立金として計上しています。

なお、当該積立金は、廃炉等実施認定事業者の廃炉等の適正かつ着実な実施を確保するため、2018年度より、原

賠機構法の規定に基づき、機構に積立てを実施しているものです。
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２．福島第一原子力発電所の事故等に関する原子力損害に係る賠償

(1) 原子力損害賠償引当金

① 賠償及び除染に係る引当金の計上方法

東北地方太平洋沖地震により被災した福島第一原子力発電所の事故等に関する原子力損害に係る賠償に要す

る費用に備えるため、当第１四半期連結会計期間末における賠償見積額を原子力損害賠償引当金に計上してい

ます。賠償額の見積りは、原子力損害賠償紛争審査会が決定する、原子力損害に関する中間指針等の賠償に関

する国の指針や、放射性物質汚染対処特措法等の法律、これらを踏まえた当社の賠償基準、また、損害賠償請

求実績や客観的な統計データ等に基づいています。

なお、新たな賠償に関する国の指針の決定や、当社の賠償基準の策定、また、参照するデータの精緻化や被

害を受けられた皆さまとの合意等により、今後変動する可能性があるものの、当第１四半期連結会計期間末に

おける合理的な見積額を計上しています。

② 除染に係る引当金の相殺表示

原子力損害の除染に係る賠償に要する費用への備えについては、電気事業会計規則に基づき、当第１四半期

連結会計期間末において、原子力損害賠償引当金を、同額の未収原賠・廃炉等支援機構資金交付金と相殺表示

しています。

具体的には、当第１四半期連結会計期間末において、補償契約法の規定による補償金の受入額188,926百万円

及び放射性物質汚染対処特措法等に基づく当社の国に対する賠償債務（2015年１月１日以降に債務認識したも

の）に対応する原賠機構法の規定に基づく資金援助の申請額に係る未収金1,532,886百万円は、未収原賠・廃炉

等支援機構資金交付金及び原子力損害賠償引当金から控除しています。

(2) 原子力損害賠償費

賠償及び除染に係るもの

東北地方太平洋沖地震により被災した福島第一原子力発電所の事故等に関する原子力損害について、原賠法

に基づく賠償を実施しており、当該賠償見積額と前連結会計年度の見積額との差額を原子力損害賠償費に計上

しています。

(3) 原賠・廃炉等支援機構特別負担金

資金援助を受けるにあたっては、原賠機構法第52条第１項の規定により機構が定める特別な負担金を支払うこ

ととされていますが、その金額については、当社の収支の状況に照らし、連結会計年度ごとに機構における運営

委員会の議決を経て定められるとともに、主務大臣による認可が必要となることなどから、計上していません。

３．原子力廃止関連仮勘定の償却及び廃炉円滑化負担金

廃炉の円滑な実施等を目的として廃炉会計制度が措置され、エネルギー政策の変更や安全規制の変更等に伴い廃止

した原子炉においては、その残存簿価等について同制度の適用を受けることで一般送配電事業者の託送料金の仕組み

を通じて回収することとなります。

(1) 原子力廃止関連仮勘定の償却

当社は2019年７月31日の取締役会決議により、福島第二原子力発電所１～４号機の廃止を決定したことから、同

日、電気事業会計規則の規定に基づき、経済産業大臣に原子力廃止関連仮勘定承認申請書を提出し、同年８月19日

に承認されました。

また、2024年４月１日にＧＸ脱炭素電源法及びＧＸ脱炭素電源法改正省令が施行されたことにより、解体引当金

省令が廃止され、電気事業会計規則が改正されました。

これに基づき、当該原子炉の廃止に伴って生ずる使用済燃料再処理等拠出金費及び当該燃料の解体に要する費用

に相当する額並びに原子力発電施設解体引当金の要引当額に相当する額からＧＸ脱炭素電源法改正省令施行日の前

連結会計年度までに積み立てられた額を控除して得た金額を原子力廃止関連仮勘定に計上しています。

原子力廃止関連仮勘定は電事法施行規則改正省令附則第８条の規定及びＧＸ脱炭素電源法改正省令附則第９条の

規定に基づき、一般送配電事業者からの払渡しに応じて償却しています。
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(2) 廃炉円滑化負担金

電事法施行規則第45条の21の16の規定に基づき、原子力廃止関連仮勘定及び原子力発電施設解体引当金の要引当

額について、経済産業大臣に廃炉円滑化負担金承認申請書を提出し、2020年７月22日に承認され、東京電力パワー

グリッド株式会社及び東北電力ネットワーク株式会社において電事法施行規則第45条の21の15の規定に基づき、

2020年10月１日を実施期日として託送供給等約款の変更を行い、廃炉円滑化負担金の回収及び当社への払渡しを行

っています。

一般送配電事業者から払い渡された廃炉円滑化負担金は、電気事業会計規則に基づき、廃炉円滑化負担金相当収

益として計上しています。
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（四半期連結貸借対照表に関する注記）

原子力損害の賠償に係る偶発債務

前連結会計年度（2026年３月31日）

多核種除去設備等処理水（ＡＬＰＳ処理水）の海洋放出を開始して以降、外国政府からの輸入停止措置等による

損害が発生していますが、当連結会計年度末においては、被害状況の全容を確認できていないことなどから、損害

賠償請求実績等の入手可能なデータにより合理的な算定が可能な金額を除き、その賠償額を合理的に見積もること

ができません。

また、放射性物質汚染対処特措法に基づき講ぜられる廃棄物の処理及び除染等の措置等が、国の財政上の措置の

下に進められています。当該措置に係る費用のうち、当連結会計年度末で当該措置の具体的な実施内容等を把握で

きる状況になく、費用負担の在り方について国と協議中である費用等については、合理的に見積もることができま

せん。

なお、係る原子力損害の賠償に対し機構は、原賠機構法に基づき、申請のあった原子力事業者に対し必要な資金

援助を行うこととされています。

当第１四半期連結会計期間（2026年６月30日）

多核種除去設備等処理水（ＡＬＰＳ処理水）の海洋放出を開始して以降、外国政府からの輸入停止措置等による

損害が発生していますが、当第１四半期連結会計期間末においては、被害状況の全容を確認できていないことなど

から、損害賠償請求実績等の入手可能なデータにより合理的な算定が可能な金額を除き、その賠償額を合理的に見

積もることができません。

また、放射性物質汚染対処特措法に基づき講ぜられる廃棄物の処理及び除染等の措置等が、国の財政上の措置の

下に進められています。当該措置に係る費用のうち、当第１四半期連結会計期間末で当該措置の具体的な実施内容

等を把握できる状況になく、費用負担の在り方について国と協議中である費用等については、合理的に見積もるこ

とができません。

なお、係る原子力損害の賠償に対し機構は、原賠機構法に基づき、申請のあった原子力事業者に対し必要な資金

援助を行うこととされています。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりです。

前第１四半期連結累計期間
(2025年４月１日から
2025年６月30日まで)

当第１四半期連結累計期間
(2026年４月１日から
2026年６月30日まで)

減価償却費 95,184百万円 107,221百万円
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（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額

(注１)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注２)
ホール

ディングス

フュエル

＆パワー

パワー

グリッド

エナジー

パートナー

リニューアブ

ルパワー

売上高

外部顧客への売上高 34,951 924 270,432 1,107,553 11,260 1,425,123 － 1,425,123

セグメント間の内部

売上高又は振替高
130,834 － 247,366 42,105 47,223 467,530 △467,530 －

計 165,786 924 517,799 1,149,659 58,484 1,892,653 △467,530 1,425,123

収益の分解情報(注３)

顧客との契約から生じる

収益
165,786 924 517,771 1,140,410 58,484 1,883,376

電気事業営業収益 117,879 924 496,839 1,061,939 57,409 1,734,993

ガス供給事業営業収益 － － － 60,013 － 60,013

その他事業営業収益 47,906 － 20,931 18,456 1,075 88,369

顧客との契約以外の源泉

から生じた収益
－ － 28 9,248 － 9,277

計 165,786 924 517,799 1,149,659 58,484 1,892,653 △467,530 1,425,123

セグメント利益 162,994 39,442 22,497 30,601 23,585 279,121 △177,846 101,275

(注) １．セグメント利益の調整額△177,846百万円には、セグメント間の受取配当金消去△176,018百万円等が含まれ

ています。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っています。

３．「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」に基づき実施される「電気・ガス料金負担軽減

支援事業」により、国が定める値引き単価による電気料金・ガス料金の値引きを行っており、その原資とし

て受領する補助金（以下、「当該補助金」という。）9,277百万円を「顧客との契約以外の源泉から生じた

収益」に区分表示しています。内訳は、「パワーグリッド」が28百万円、「エナジーパートナー」が9,248

百万円です。

なお、当該補助金以外の顧客との契約以外の源泉から生じた収益の額に重要性はないため、顧客との契約か

ら生じる収益との区分表示はしていません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額

(注１)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注２)
ホール

ディングス

フュエル

＆パワー

パワー

グリッド

エナジー

パートナー

リニューアブ

ルパワー

売上高

外部顧客への売上高 55,218 792 350,421 1,052,149 22,615 1,481,197 － 1,481,197

セグメント間の内部

売上高又は振替高
165,632 － 242,410 34,938 49,175 492,156 △492,156 －

計 220,850 792 592,832 1,087,088 71,790 1,973,354 △492,156 1,481,197

収益の分解情報(注３)

顧客との契約から生じる

収益
220,850 792 592,807 1,077,471 71,790 1,963,713

電気事業営業収益 164,857 792 567,711 1,002,908 70,639 1,806,910

ガス供給事業営業収益 － － － 56,181 － 56,181

その他事業営業収益 55,992 － 25,096 18,382 1,151 100,622

顧客との契約以外の源泉

から生じた収益
－ － 24 9,616 － 9,640

計 220,850 792 592,832 1,087,088 71,790 1,973,354 △492,156 1,481,197

セグメント利益又は損失

(△)
302,745 56,699 △31,218 △50,932 28,183 305,477 △294,049 11,427

(注) １．セグメント利益又は損失(△)の調整額△294,049百万円には、セグメント間の受取配当金消去△293,291百万

円等が含まれています。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っています。

３．「「強い経済」を実現する総合経済対策」に基づき実施される「電気・ガス料金負担軽減支援事業」によ

り、国が定める値引き単価による電気料金・ガス料金の値引きを行っており、その原資として受領する補助

金（以下、「当該補助金」という。）9,640百万円を「顧客との契約以外の源泉から生じた収益」に区分表

示しています。内訳は、「パワーグリッド」が24百万円、「エナジーパートナー」が9,616百万円です。

なお、当該補助金以外の顧客との契約以外の源泉から生じた収益の額に重要性はないため、顧客との契約か

ら生じる収益との区分表示はしていません。
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（収益認識関係に関する注記）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等の注記）」に記載のとおりです。

本文中で用いた法令等の略称

本文中の表記 法令等の名称

原賠機構法 原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成23年８月10日 法律第94号）

原子力損害に関する中間指針
東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の

範囲の判定等に関する中間指針（平成23年８月５日）

放射性物質汚染対処特措法

平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力

発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に

関する特別措置法（平成23年８月30日 法律第110号）

電気事業会計規則 電気事業会計規則（昭和40年 通商産業省令第57号）

補償契約法
原子力損害賠償補償契約に関する法律（昭和36年６月17日 法律第148

号）

原賠法 原子力損害の賠償に関する法律（昭和36年６月17日 法律第147号）

ＧＸ脱炭素電源法
脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法

等の一部を改正する法律（令和５年 法律第44号）

ＧＸ脱炭素電源法改正省令

脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法

等の一部を改正する法律の施行に伴う関係省令の整備等に関する省令

（令和６年 経済産業省令第21号）

解体引当金省令
原子力発電施設解体引当金に関する省令（平成元年 通商産業省令第30

号）

電事法施行規則改正省令
電気事業法施行規則等の一部を改正する省令（平成29年 経済産業省令

第77号）

電事法施行規則 電気事業法施行規則（平成７年 通商産業省令第77号）


